
令和８年度第１回龍ケ崎市空家等対策推進協議会 

 

                   日 時：令和８年７月２１日（火） 

                       午前１０時から 

                   場 所：龍ケ崎市役所５階第１委員会室 

 

次    第 

 

１ 開 会 

２ 会長あいさつ 

３ 諮問 第２期空家等対策計画の策定について 

４ 議 事 

（１）空家等対策の推進状況について 

（２）今後の取組み等について 

（３）第２期空家等対策計画の骨子（案）について  

（４）行政代執行による特定空家等の解体について 

５ その他 

６ 閉 会 

 

・資料 １ 空家等の改善例（3件）  

・資料 ２ 空家バンクの成約例（3件）  

・資料 ３ 特定空家等に対する措置状況  

・資料 ４ 管理不全空家等に対する措置状況  

・資料 ５ 第２期空家等対策計画 骨子（案） 

・資料 ６ 行政代執行による特定空家等の解体について 

 

・参考資料 

１ 第２期空家等対策計画の策定について（諮問）○写  

２ 空家等実態調査（令和７年度更新）経過報告 

３ 空家等対策推進協議会委員名簿 

 

 ※資料１から資料４まで及び参考資料２は、机上に置いたままご退席ください。 
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１ 空家等対策の推進状況について 

 （１）空家等における苦情等の現状 

 

  ＜令和８年度の改善内訳＞（６月末現在） 

改 善 件 数 

 

改  善（５件） 一 部 改 善（１件） 

建物の解体 
草木等の 

除去 

その他 

（危険箇所の

修繕等） 

建物の 

一部解体 

草木等の 

除去 

その他 

（危険箇所の

修繕等） 

６ ０ ３ ２ ０ １ ０ 

 

空家等の適正管理は、「龍ケ崎市空家等対策計画」や「龍ケ崎市空家等の適正な管理に

関する条例」に基づき、地域住民等から管理不全な空家等に関する苦情や相談があった物

件に対して、現地調査・所有者等の調査（戸籍調査含む）の後、文書による適正管理依頼

をはじめ、所有者等宅での面会や電話による改善要請を実施しています。 

（資料１参照） 

 
市民等から苦情等が

あった実物件数 

適正管理を促した空家等の件数 

 
改善された空家等の 

件数(含：一部改善) 

改善された空家等の 

割合(含：一部改善) 

ベース値 
（Ｈ２７年度） 

４０件 ―  ―  ２４．０％ 

Ｈ２９年度 ４４件 ５９件 ３９件 ６６．１％ 

Ｈ３０年度 ５７件 ８６件 ６４件 ７４．４％ 

Ｒ元年度 １０４件  １３８件 ９５件 ６８．８％ 

Ｒ２年度 ６９件 １０７件 ９３件 ８６．９％ 

Ｒ３年度 ５３件 ８７件 ６３件 ７２．４％ 

Ｒ４年度 ４２件 ７５件 ５４件 ７２．０％ 

Ｒ５年度 ４９件 ７３件 ５２件 ７１．２％ 

Ｒ６年度 ３９件 ７７件 ５１件 ６６．２％ 

Ｒ７年度 ３４件 ６７件 ４３件 ６４．２％ 

 (６月末時点) ４件 ３５件 ９件 ２５．７％ 

Ｒ８年度 
    (６月末時点) 

８件 ２４件 ６件 ２５．０％ 
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 （２）空家バンクにおける空家等の利活用の現状 

 

 ＜令和８年度の空家バンク内訳＞（６月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

（公社）茨城県宅地建物取引業協会などの関係機関との連携強化により、幅広い周知活

動を行ってきた結果、制度の認知度が向上し、物件登録数、成約数ともに順調に推移して

います。 

（資料２参照） 

 

 

 

 

 

 

 登録物件数 成約件数 補助金の交付件数 

Ｈ３０年度 ３件 １件 ― 

Ｒ元年度 １件 ０件 ― 

Ｒ２年度 ４件 １件 ― 

Ｒ３年度 ６件 ６件 ０件 

Ｒ４年度 １６件 １４件 ０件 

Ｒ５年度 １５件 １２件 ５件 

Ｒ６年度 ２７件 １５件 ４件 

Ｒ７年度 ２３件 ２１件 ５件 

 (６月末時点) ８件 ５件 １件 

Ｒ８年度 
（６月末時点） 

５件 ３件 ０件 

登録物件（５件） 成約（３件） 補助金交付（０件） 

空 家 
空 地 

空 家 
空 地 

家財処分 

補助 
改修補助 

売 却 賃 貸 購 入 賃 借 

２ ０ ３ ２ ０ １ ０ ０ 
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 （３）特定空家等に対する措置状況 

現在、特定空家等に認定している物件は7件（令和元年度認定4件、令和6年度認定

3件）となっています。このうち1件（砂町）については、法定相続人に対し、法に基

づいた措置を段階的に講じてきましたが、命令の措置期限までに必要な措置がとられず、

そのまま放置すれば周辺の生活環境へ更なる影響を及ぼすおそれがあることから、行政

代執行を実施しました。 

なお、当該案件以外において、現時点で、行政代執行の実施を予定しているものはあ

りません。まずは所有者等において適切に管理・改善していただくことが前提であり、

認定中の特定空家等についても、法に基づき段階的な措置を講じながら改善を求めてい

るところです。 

しかしながら、今後、所有者等が必要な措置をとらず、建物の危険性や周辺住民への

影響が大きいと認められる場合には、個別の状況を総合的に勘案した上で、行政代執行

を含めた必要な対応を検討してまいります。 

（資料３参照） 

 

（４）管理不全空家等に対する措置状況 

現在、管理不全空家等に認定している物件は15件（令和6年度認定12件、令和7年

度認定3件）となっています。 

令和 6 年度に認定し対応している物件のうち 10 件において勧告による措置を実施し

ています。令和 7 年度に認定した物件につきましても 「管理不全空家等の運用スケジ

ュール」に基づき、所有者等に対して改善に向けた指導を継続し、改善が見られない空

家等については、勧告を行う予定でいます。  

なお、勧告を行った場合には、当該空家等に係る住宅用地特例が解除されることとな

ります 

（資料４参照） 
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２ 今後の取組み等について 
 

（１）相続財産清算人制度の活用 

相続人が不存在となっている下記物件について、相続財産清算人の選任申立てを

行いました。今後は、選任された管理人と調整を図りながら、空家等の処分に向け

て手続きを進めていきます。 

物件情報 申立ての経緯 必要経費 

所在地：大徳町 

土地：276.90 ㎡ 

建物：1 階 89.23 ㎡ 

   2 階 28.93 ㎡ 

用途：市街化区域 

前面道路：市道 4ｍ以上 

被相続人が平成 17 年に死亡し

た後、相続放棄により相続人が不

存在となり、当該物件が管理不全

な状態となっている。その解消及

び適正な管理・処分に向けて手続

きを行うもの。 

予納金：50 万円 

官報掲載料、収

入印紙、切手代 

 

（２）空家等管理活用支援法人を活用した空家等対策の推進 

 令和８年５月２０日付で公益社団法人茨城県宅地建物取引業協会を空家等管理

活用支援法人に指定しました。 

 今後、具体的な業務内容について同法人と協議を進め、民間事業者の専門性やノ

ウハウを活用することにより、実行性のある空家等対策の推進を図ります。 

 

（３）空家バンクの周知啓発 

市公式ホームページや広報紙などを活用した周知・啓発により登録件数が増加し 

ております。今後も登録数、成約数を増やしていくためにも周知活動が重要である

と考えており、様々な媒体を活用して制度の周知に取り組んでいきます。 
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（４）空家対策講座の開催 

昨年度に新規事業として、空家の現状や課題、活用方法、今からできる備え、そ

して相続手続きの重要性をわかりやすく学べることを目的に全 3 回の「空家対策講

座」を開催しました。参加者から好評だったこともあり、引き続き今年度も開催し

ます。 
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（５）生前整理講演会の開催 

「空家にさせない」ための意識啓発の取組として、生前整理講演会を昨年度に引

き続き開催します。 

 
 

（６）不動産相談会の開催 

 宅建協会牛久・竜ケ崎支部との共催により、不動産相談会を開催します。 

事前予約枠と当日受付の２体制とすることで、相談者の集中防止や待ち時間の短 

縮を図ります。 
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（７）新制度の創設 

 空家バンク活用促進事業補助金において、現行の家財処分費補助及び改修工事費

補助に加え、新たに「空家建替促進補助金」を追加し、支援制度の拡充を図ります

（令和８年８月１日施行予定）。 

 ●改正内容の趣旨 

 内容：登録物件を購入し、除却後、跡地に新築する者に対する補助金を追加 

 目的：旧耐震基準の空家の除却を促進し、跡地を活用することで移住・定住に繋 

げる。 

【制度イメージ】 

 
 

３ 第２期空家等対策計画骨子（案）について 
 

 「次期空家等対策計画策定に係る基本方針」に基づき、「第２期龍ケ崎市空家等

対策計画骨子（案）」を作成しました。今後は、本骨子（案）を基に計画策定を進

めていきたいと考えています。 

   

（資料５参照） 

 

４ 行政代執行による特定空家等の解体について 

 
 危険な状態にある「特定空家等」について、所有者等に対し改善を求めてきまし

たが、期限までに必要な措置がとられなかったため、行政代執行を実施しました。 

 解体費用は一旦市が負担し、全額を所有者等へ請求します。 

（資料６参照） 



改善前
苦情等の
概要

改善後
改善策の
概要

１

空家敷地内に
所在する倉庫
のトタンが風
に煽られてい
て危ないと近
隣住民から苦
情があった
ケース。

（＊＊）

適正管理の依
頼送付後、煽
られていたト
タンが打ち付
けられ改善さ
れた。

２

空家敷地内の
草木の繁茂に
より近隣住民
から苦情が
あったケース。

（＊＊＊）

一度の適正管
理の依頼では
改善がなされ
ず三度目の適
正管理の依頼
に対し、草木
の剪定に着手
され改善され
た。

３

空家敷地内の
草木の繁茂に
より近隣住民
から苦情が
あったケース。

（＊＊＊）

適正管理の依
頼送付後、指
摘した箇所以
外についても
除草がなされ
改善された。

空家等の改善例 資料1



空家バンクの成約例

成約物件 登録等の概要 成約の概要

１

令和7年度に申請さ
れた物件。
建築年：平成元年
土地面積：185.25
㎡

（＊＊＊）

登録後、媒介業者の
営業によって購入者
（市外から転入され
た個人）が決定した。
売主にあっては、
空家バンク補助金
（家財処分）を活
用された。

２

令和7年度に申請さ
れた物件。
建築年：平成11年
土地面積：177.31
㎡

（＊＊＊）

登録後、媒介業者の
営業によって購入者
（業者）が決定した。
その後、購入した
業者によりリノ
ベーションされた。

３

令和7年度に申請さ
れた物件。
建築年：昭和58年
土地面積：156.67
㎡

（＊＊＊＊）

登録後、媒介業者の
営業によって購入者
（市外から転入され
た個人）が決定した。
補助金対象物件の
ため、今後改修工事
が活用される可能性
あり。

資料２



改善前
苦情等の
概要

改善後
改善策の
概要

１

空家敷地内に
所在する倉庫
のトタンが風
に煽られてい
て危ないと近
隣住民から苦
情があった
ケース。

（立野）

適正管理の依
頼送付後、煽
られていたト
タンが打ち付
けられ改善さ
れた。

２

空家敷地内の
草木の繁茂に
より近隣住民
から苦情が
あったケース。

（馴馬町）

一度の適正管
理の依頼では
改善がなされ
ず三度目の適
正管理の依頼
に対し、草木
の剪定に着手
され改善され
た。

３

空家敷地内の
草木の繁茂に
より近隣住民
から苦情が
あったケース。

（藤ケ丘）

適正管理の依
頼送付後、指
摘した箇所以
外についても
除草がなされ
改善された。

空家等の改善例 資料1



空家バンクの成約例

成約物件 登録等の概要 成約の概要

１

令和7年度に申請さ
れた物件。
建築年：平成元年
土地面積：185.25
㎡

（南が丘）

登録後、媒介業者の
営業によって購入者
（市外から転入され
た個人）が決定した。
売主にあっては、
空家バンク補助金
（家財処分）を活
用された。

２

令和7年度に申請さ
れた物件。
建築年：平成11年
土地面積：177.31
㎡

（藤ケ丘）

登録後、媒介業者の
営業によって購入者
（業者）が決定した。
その後、購入した
業者によりリノ
ベーションされた。

３

令和7年度に申請さ
れた物件。
建築年：昭和58年
土地面積：156.67
㎡

（南中島町）

登録後、媒介業者の
営業によって購入者
（市外から転入され
た個人）が決定した。
補助金対象物件の
ため、今後改修工事
が活用される可能性
あり。

資料２
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第２期龍ケ崎市空家等対策計画 骨子(案)

総合政策部 まちの魅力創造課

資料５
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計画の構成

1.計画の構成の見直し

序章 計画の概要
１.計画の背景
２.計画の目的
３.計画の位置付け
４.計画の期間
５.空家等対策の対象

第１章 空家等の状況
１.国及び茨城県での空家等の状況
２.龍ケ崎市の空家等の状況
３.上位・関連計画等における空家等の扱い
４.空家等に関する法規・制度等
５.空家等に関する相談の状況
６.空家等対策における問題・課題

第２章 空家等対策に関する基本的考え方
１.基本的な方針
２.基本理念（目標）
３.計画の方向性

第３章 空家等対策の基本的施策
１.予防対策・発生抑制
２.活用方策
３.適正管理
４.解体・除去等
５.跡地利用

第４章 特定空家等の認定基準
１.基本的な考え方 空家等の調査に関する事項
２.特定空家等の判断対象
３.特定空家等の認定評価の方法と対応

第５章 推進体制
１.実施体制
２.相談窓口等
３.達成目標
４.計画実現に向けてのロードマップ
５.空家等対策計画語句説明

第１章 計画の概要
１.計画の背景と目的
２.計画の位置付け
３.計画の期間
４.空家等対策の対象
５.空家等の調査に関する事項(新)

第２章 空家等の状況
１.人口と世帯数(新)
２.国・茨城県・本市の空家等の状況
３.空家等実態調査（令和７年度更新）の結果(新)
４.空家等対策の取組実績(新) 

第３章 空家等対策に関する基本的な方針
１.空家等対策における課題と基本的な方針
２.計画の方向性

第４章 空家等対策の基本的施策
１.予防対策・発生抑制
２.利活用の促進
３.適正管理の推進
４.解体・除却等及び跡地利用の促進
５.多様な主体との連携（新）

第５章 推進体制
１.実施体制
２.相談体制等

第６章 計画の目標と検証
１.計画の目標
２.計画の進捗管理

＜第１期計画＞ ＜第２期計画＞
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第1章 計画の概要

1.計画の背景と目的

 空家等がもたらす問題に総合的に対応するため、平成26年11月27日に空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「特措法」という。）が公布され、
平成27年5月に全面施行された。

 平成29年3月に、第1期龍ケ崎市空家等対策計画（以下「第1期計画」という。）を策定し、総合的な対策に取組んできた。

 空家等対策の更なる強化を図るため特措法が改正され、令和5年12月13日に施行された。

 第1期計画の計画期間が令和9年3月をもって満了

社会情勢の変化、法改正の動向及びこれまでの取組の成果と課題を踏まえ、さらなる空家等対策の充実を図るため、第2期龍ケ崎市空家等対策計画
を策定する。

2.計画の位置付け

 本計画は、特措法第7条の規定に基づき、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針に則して策定する。

 本市の最上位計画である「龍ケ崎みらい創造ビジョン for2030」や関連計画等との連携や整合性を図り定めるものとする。

計画の期間 令和9年度 〜 令和16年度（8年間）  社会情勢や地域事情の変化、上位関連計画の見直し等に的確に対
応するため、必要に応じて見直しを行う。

3.計画の期間

※最上位計画計画期間との整合を図り、８年間とする。
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第1章 計画の概要

4.空家等対策の対象

 市内全域とする。

 特措法に規定する空家等、管理不全空家等、特定空家等とする。

 跡地

 利活用

居住を目的とした建物を建築することができる個人所有の土地とする。

 適正管理

「あき地に繁茂した雑草等の除去に関する条例」で定義される空き地の
うち、不良の状態で、同条例施行規則第2条に規定される繁茂した雑草
等の除去の範囲にある土地とする。

対象とする空家等の種類

空家が除却された土地。条件は空地に準じる。

 空地

空家等

管理不全空家等

特定
空家等

建築物又はこれに附属する工作物で、居住その他の使用がなされていない
ことが常態であるもの及びその敷地 ※概ね1年程度未使用

適正な管理が行われていないことにより、保安上危険や衛生上有害となる
おそれがあり、周辺の生活環境に悪影響があるおそれのある空家等

適切な管理が行われていないことにより、そのまま放置すれば特定空家等
に該当することとなるおそれのある空家等

 第1期計画における「住宅・土地統計調査」の空家の「その他」
の住宅から見直し、空き店舗も含める。

対象とする空地・跡地対象地区
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第1章 計画の概要

5.空家等の調査に関する事項 新

H27〜28
市内全域の空家等実態調査を実施

・平成27年度から28年度にかけて市内全域の空家等実態調査を実施（「平成28年度調査」）。

R7
空家等実態調査（令和7年度更新）

・平成28年度調査で推定空家として抽出された物件と、調査後に相談が寄せられた空家等の追跡調査（現地調査）を実施。

・679件が推定空家であることを把握

R8
意向調査

今後
市内全域への実態調査実施を検討／データベース導入を検討

・状況に応じて市内全域、あるいは地域別に空家等実態調査の実施を検討。

・空家等の情報を適正に管理するとともに、空家等データベースの導入及び情報更新を検討する。

・近隣住民からの相談・情報提供

・R7年度更新調査で推定空家として把握した物件のうち、昭和56年6月以降の建築物件について、意向調査を実施（予定）
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第2章 空家等の状況

1.人口と世帯数

住宅・土地統計調査や空家等実態調査等（令和7年度更新）を基に現状分析を行うとともに、これまでの取組実績を踏まえ問題・課題を
整理する。

 本市の人口の推移、世帯数の推移、将来推計等を整理する。

 住宅・土地統計調査による空家の推移を整理・分析する。

4.空家等対策の取組実績

新

 令和7年度更新調査（現地調査及び意向調査） の結果を整理し分析
を行う。

3.空家等実態調査(令和7年度更新)の結果

地域 調査年度 住宅総数 空家総数 空家率 その他住宅

全国

H20 57,586,000 7,567,900 13.1% 2,681,100

H25 60,628,600 8,195,600 13.5% 3,183,600 

H30 62,407,400 8,488,600 13.6% 3,487,200 

R5 65,046,700 9,001,600 13.8% 3,856,000 

茨城県

H20 1,223,800 178,400 14.6% 55,900 

H25 1,268,200 184,700 14.6% 67,200 

H30 1,328,900 197,200 14.8% 78,200 

R5 1,390,900 196,200 14.1% 93,200 

龍ケ崎

H20 35,300 5,110 14.5% 1,760 

H25 35,190 4,440 12.6% 1,390 

H30 35,740 5,050 14.1% 1,780 

R5 36,640 4,010 10.9% 1,650 

新

2.国・茨城県・本市の空家等の状況

 予防対策・発生抑制

 講座、講演会、相談会の実績を整理

 適正管理

 相談への対応状況を整理

 管理不全空家等・特定空家等の認定状況、認定取消（解消）状
況、代執行の実施状況を整理

 活用方策

 空家バンク（登録物件数，成約件数）及び空家バンク活用促進事
業補助金の活用実績を整理

 財産管理制度の活用状況、空家等管理活用支援法人の指定等の状
況を整理

 空家等対策全般

新

出展：総務省「平成20年度～令和5年度 住宅・土地統計調査」

 総括
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1.空家等対策における課題と基本的な方針

 建物倒壊の危険、不法投棄や不法侵入などの防犯・防
災上のリスク、周辺の住環境へ悪影響を及ぼす懸念

 管理不全な空家等に対する対応の長期化

未改善案件の管理不全空家等・特定空家等への進行（認定）、認定後
の対応の長期化

 対応案件の複雑化

土地・建物所有者等が異なる案件、遠方に居住する所有者等の案件、

外国人所有者等の案件、相続放棄や所在不明による対応困難な案件、

相続等の権利関係の複雑な案件への対応

 空家バンク制度による空家等の流通促進

 未活用となっている空き店舗の利活用促進

 空家等の利活用希望者のニーズと所有者の意向を結
びつける仕組みの構築

問題・課題

 地域との連携による情報共有、対応

 関係機関、専門団体、民間事業者等との連携による
空家等対策の推進

課題

 人口減少、少子高齢化の進行及び人口構造の変化に
よる空家予備軍の増加

 地域活動の担い手不足や地域の魅力の減退を招くお
それ

 所有者等の管理意識の欠如

 相続等の権利関係の複雑化（専門性を有する業務へ
の対応）

 施設入所後の住まいの管理  危険な空家等の解消を阻害する要因への対応

解体費用の負担や相続問題等

 跡地の利活用促進

利
活
用
の
促
進

予
防
対
策
・
発
生
抑
制

適
正
管
理
の
推
進

解
体
・
除
却
及
び

跡
地
の
利
活
用
促
進

多
様
な
主
体
と
の

連
携

第3章 空家等対策に関する基本的な方針

課題
基
本
的
な
方
針

基
本
的
な
方
針

 空家予備軍の増加

 管理不全な空家等の発生・対応

 利活用されていない空家等の発生・対応

 利活用困難な空家等の解消

 連携・協力体制の強化

新
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第3章 空家等対策に関する基本的な方針

２.計画の方向性

空家等対策の実効性を確保するため、住まいの状態に応じた取組を実施する。

STAGE 01

住家

→予防対策・ 発生抑制

STAGE 02

空家化

→ 利活用の促進

STAGE 03

→ 適正管理の推進

STAGE 04

管理不全な空家等

 管理不全空家等に対する措置等

危険な空家等

→ 解体・除却及び跡地
の利活用促進

良 悪

＜住まいの状態＞

全STAGE

基本的な方針の実施時期

 特定空家等に対する措置等

→ 多様な主体との連携

地域、関係機関、専門団体、民間事業者等
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第4章 空家等対策に関する基本的施策

1.予防対策・発生抑制

⑴ 問題意識の啓発

 HP、広報紙等による周知

 空家の手引き、エンディングノート等の
配布及び活用

 施設入所者の親族等への意識啓発の検討

⑵ 情報提供

 相続登記の義務化、税制度、相続土地国庫帰
属制度等の周知

 無料法律相談等の案内

⑶ 講演会・講座・相談会の開催

 専門家による意識啓発、個別相談による解決

2.利活用の促進

 空き店舗の流通・利活用促進に向けた制度
（空き店舗バンク制度）の創設

 空家の活用希望者のニーズと空家所有者の
意向をマッチングする制度の創設

 民間サービス、支援制度の案内
リバースモーゲージ、リースバック、マイホーム借上げ
制度、建物状況調査（インスペクション）、木造住宅耐
震化補助制度等

⑵ 相談対応

⑷ 空家バンク制度の活用

⑴ 情報提供

 空家バンク制度による空家等の流通促進

 空家バンク活用促進事業補助金による制度活
用の促進

 先進的取組の調査・研究及び活用検討
フラット35金利引き下げ、近居・Uターン支援、重点地区
(市独自）の設定等

 空家等活用促進区域(特措法に規定)の設定検討

 地域での活用に向けた支援策の検討

新

⑸ 空き店舗バンク制度等の創設

⑶ 空家等管理活用支援法人の活用

⑹ 新たな取組の検討新

新

 空家所有者等からの相談対応・支援

 空家等の利活用希望者からの相談対応

 専門家による相談会の開催

 専門家による相談窓口の創設検討

 空家等管理活用支援法人による利活用に関す
る相談及び支援
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第4章 空家等対策に関する基本的施策

3.適正管理の推進

⑴ 相談対応、情報提供 ⑵ 所有者等の当事者意識の醸成

 空家の手引きの配布

 管理意識の醸成

 所有者等への情報提供・適正管理の依頼

 近隣・地域住民・所有者等からの情報提供・
相談への対応･･･フロー

 情報提供

民法改正等の周知、問題改善に向けた連携協力団体の紹介、

空家等管理活用支援法人による空家管理業者等の紹介等

⑷ 特定空家等に対する措置等

 認定基準
特定空家等の認定基準を整理（見直し）

 措置

助言・指導、勧告、命令、代執行に至る各段階の措置に

ついて整理

⑶ 管理不全空家等に対する措置等

 認定基準

管理不全空家等の認定基準を整理（見直し）

 措置
指導、勧告に至る措置について整理

 空家等の適正な管理に関する条例に基づく
危険な状態にある空家等への緊急的な措置

 関係機関、専門団体との連携

長期化・複雑化する案件への対応支援・協力

 民間事業者等との連携を検討
民間のノウハウを活用

 財産管理制度の活用･･･フロー

⑸ 緊急安全措置 ⑹ 長期化・複雑化する案件への対応

新

新

 先進的取組の調査・研究及び活用検討
ふるさと納税を活用した空家の見守り・管理サービス等

 空家等情報データベースの導入検討

空家情報登録・更新、適正管理状況の一元管理化

⑺ 新たな取組の検討

新
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第4章 空家等対策に関する基本的施策

4.解体・除却及び跡地の利活用促進

⑶ 空家バンク活用促進事業補助金の活用

 補助制度の拡充による建替支援
昭和56年5月以前建築（旧耐震基準）かつ空家バンクに登
録された空家について、 建替えを前提に解体をした場合
に、解体費用の一部を補助

 特定空家等の解体促進

 道路法に規定する道路に面する、危険な空家
の解体促進

⑵ 老朽空家等解体費等補助金の活用⑴ 解体・除却の推進

 所有者等へ危険な状態にある空家等の是正依
頼

 支援策の検討

 民間事業者との連携を検討

5.多様な主体との連携

 空家等管理活用支援法人の活用

 空家対策に取り組む民間法人、NPO法人との
連携検討

 日本郵便株式会社等との連携強化を検討

郵便転送情報等の求め

⑶ 民間事業者等との連携⑴ 地域との連携

 住民自治組織、民生委員との連携

地域からの情報提供による早期発見、情報共有による問題
解決等

解
体
・
除
却

跡
地

⑴ 利活用開始までの支援

 情報提供等

連携協力団体、民間事業者等の紹介及び助言

⑵ 関係機関、専門団体との連携

 関係機関、専門団体との連携推進

 司法書士への相続関係の確認依頼

 商工会との連携体制の整備検討

空き店舗情報の提供・共有→空き店舗バンクへの登録促進

新

⑶ 利活用策の検討・支援

 地域における利用、公的な利用等の検討

地域コミュニティ活動拠点、地域環境の改善に寄与する

スペース等

 空家等管理活用支援法人による相談

⑵ 空家バンク制度の活用

 空家バンク制度による跡地の流通促進

新

新
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第5章 推進体制

1.実施体制

 空家等対策推進協議会

 学識経験者、関係機関、市民団体、公募市民等の20名
からなる会議体

 計画策定及び施策に関する協議、助言

 空家等対策検討委員会

 庁内横断的な対策の実施

 関係機関、専門団体、民間事業者等との連携

 連携協力団体による専門的支援の確保

 関係機関との連携推進

 空家等管理活用支援法人との連携

 専門家による相談窓口の創設

 専門家による相談窓口の創設に向け、空家等管理活用支
援法人と調整

2.相談体制等

 空家等対策の総合窓口として相談対応を実施

 必要に応じ関係課と調整・案内

 総合窓口(市）

新

 地域との連携

 住民自治組織、民生委員等との連携・協力

新
 相談内容に応じ、連携協力団体を紹介

 連携協力団体による相談
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第6章 計画の目標・進捗管理

1.計画の目標

本計画を計画的・効果的に進めていくため、指標を設定する。

＜指標の例＞

 管理不全な空家等の改善件数

 適正管理推進の状況を把握する指標

 管理不全空家等・特定空家等の認定解除件数

 上記に認定した空家等に実施した措置の効果を測る指標

PDCAサイクルによる継続的な施策の実施プロセス・効果の評価・検証
により、本計画に定める対策がより効果的かつ効率的なものとなるよ
う、必要に応じて施策や取組を見直す。

PLAN
計画

DO
実行

CHECK
評価・検証

ACTION
見直し

2.計画の進捗管理

PDCAPDCA

 空家バンク登録件数・成約件数

 利活用の促進状況を把握する指標



行政代執行による
特定空家等の解体について

龍ケ崎市総合政策部まちの魅力創造課
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概要
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所在地 龍ケ崎市砂町2752-3

代執行
実施期間

令和8年6月19日（金）から7月1日（水）まで
解体着手：令和8年6月22日（月）午前10時に代執行宣言

実施内容 建物全体の解体・撤去・処分

執行費用 143万円（一旦市が負担し、全額を相続人に請求します。）

執行責任者 総合政策部まちの魅力創造課長 石崎 清浩

土地 65.32㎡（19.75坪）

建物 未登記（課税台帳では27.27㎡）

所有者 土地・建物同一（S58.11.24死亡）→相続人4名

種類 居宅

都市計画 市街化区域（近隣商業地域）

権利 所有権（抵当権なし）

前面道路 市道（4ｍ以上） 通学路に指定



位置図
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当該物件

●竜ヶ崎警察署

●龍ケ崎消防署

●旧城南中学校



代執行開始宣言（6月22日（月））
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解体工事着手（6月22日（月））
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解体工事終了（6月30日（火））
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所属等 役職等 氏名 フリガナ

1 龍ケ崎市 市長 萩原　勇 ハギワラ　イサム

2 龍ケ崎市議会 市議会議員 札野　章俊 フダノ　アキトシ

3 茨城県建築士会 理事 川上　勉 カワカミ　ツトム

4 茨城司法書士会
(一社）茨城県公共嘱託登

記司法書士会理事
小島　孝行 コジマ　タカユキ

5 茨城土地家屋調査士会 土地家屋調査士 野口　聖剛 ノグチ　マサヨシ

6 茨城県不動産鑑定士協会 不動産鑑定士 植木　和貴 ウエキ　ワキ

7 流通経済大学 名誉教授 大橋　純一 オオハシ　ジュンイチ

8 茨城県弁護士会 弁護士 有川　保 アリカワ　タモツ

9 茨城県竜ケ崎工事事務所 道路管理課長 佐田　朋義 サダ　トモノリ

10 茨城県宅地建物取引業協会 牛久・竜ケ崎支部長 辻󠄀村　春樹 ツジムラ　ハルキ

11 市民公募 吉野　功一 ヨシノ　コウイチ

12 市民公募 相田　健二 アイダ　ケンジ

13 市民公募 中嶋　皓平 ナカジマ　コウヘイ

14 竜ケ崎警察署 生活安全課長 落合　一 オチアイ　ハジメ

15 龍ケ崎消防署 予防課長 笠原　正行 カサハラ　マサユキ

16
東京電力パワーグリッド株式会社　竜ヶ

崎支社
地域渉外担当 米津　義美 ヨネツ　ヨシミ

17 龍ケ崎市住民自治組織連絡協議会 会長 田島　俊二 タジマ　シュンジ

18 龍ケ崎市民生委員児童委員連合協議会 連合協議会理事 大橋　正則 オオハシ　マサノリ

19 茨城県南水道企業団 総務課長 杉本　弘樹 スギモト　ヒロキ

20 龍ケ崎地区防犯協会女性部 副部長 松尾　みのる マツオ　ミノル

（※　敬称略）

龍ケ崎市空家等対策推進協議会　委員　

（　任期：令和9年12月23日まで　）
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